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はじめに

1981年には，約250万人が賃金又は俸給をえて雇用農業に従事した。1981年雇用農業労働

者調査（Ｔｈｅl981HiredFarmWorkmgForceSurvey）の結果は，1968年以降の

290万人の労働者を算えていたどの年の推定とも著しく異なるものではない。

1968年以前には雇用農業労働者数は長期の低下傾向を示していた。

表１：農業労働日数別の雇用農業労働者数（１９５０～８１）
（1000人）
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1960年代をつうじて，移動労働者は着実な減少を経験している．

表２：農業労働日数別の移動農業労働者（１９６０～８１）
（1.000人）
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移動労働者の使用減少をもたらした原因は新技術の採用，農場規模の変化，新しい農場・労

働者プログラムであった。

1970年以来，移動労働者の数は20万人ていどで安定していた。そして、1981年まではひきつ

づきその水準にあった。しかし、1981年には、移動労働者の数は47％の減少をみせ，わずか

２年前の21万70000人から11万5000人に減少した。

1979年から1981年にかけて移動労働者の数が減少した理由については明らかではない。一つ

のありうる説明は，農業において移動労働者に対する需要が生産水準と農業技術の変化のゆ

えに減少したということである。しかしながら，作付面積，収穫面積，生産価額，それぞれ

の地域での多様な農産商品の生産に必要な労働時間という種々のデータを検討した結果，労

働需要の減少を裏づける決定的な証拠はなかった。また，移動労働者が就業していたいくつ

かの州における農業労働の研究者から集められた情報や移動労働者にかんする事務を行う連

邦機関の行政上のデータも，一般に，移動労働者の必要が減少したという見解を裏付けるも

のはなかった。移動労働者の減少にかんするもう一つの説明は，農業経営者が国内農業労働

者の代りにますます不法入国外国人を使用するようになっていることかもしれない。

雇用農業労働者調査は，不法入国労働者が調査の時にはすでに帰[｣ilしてしまうか，又は，

不怯人匡|であるがため洲査員を避けるという理由から，おそらく彼等をほとんどとらえてい

ない二したがって，ｌＩｉｌ内労働者にとって代わりつつある不法入国労働者の使111の増大が調査

データにおける移動労働者数の減少としてあらわれたのであろう。この根拠をさらに確証す

るため利用できる不法入国農業労働者数にかんするデータは存在しない。

最後に，移動労働者のデータは調査からひき出されるものであるから推定誤差の可能性あ

るいは調査手続に関する非標本誤差の増大もある。移動労働者数にみられた減少をさらに正

確に評価するためには1983年の雇用労働者調査による証拠データをまつことが必要である。

この報告書は，1981年の間に，少くとも一日雇用農業労働に従【事した14才以上の人につい

ての人口学的，社会・経済的特徴を語るデータである。本報告書はまた，農業労働者にかん

する人種別，地域別特徴および移動労働者グループの特徴に焦点をあてている。又，過去１０

年にわたる雇用農業労働者の規模，構成，雇用形態にかんする大きな変化と傾向のいくつか

を概括している。

本報告謀のデータは，僅務省経済調査局（ＥＲＳ）の委託により商務尚センサス局が実施

した雇｢Ⅱ農業労l1ilI背にかんする'１１帯調査の結果によるものである｣'１

汪

(1)雇用農業労働者凋査は1977年以降「人口現況調査」（ＣＰＳ）の付帯調査として２年に１度１２

月に実施されてきた。

－３



調査のサンプル世帯は各州およびワシントン，.Ｏを含むがプエルトリコおよびその他

の属領地は含まれない。1981年には，約５万8000世帯が面接され，うち，1,555世帯が雇用

農業労働従事者を含んでいた。このサンプル世帯から得られた情報が拡張され全雇用農業労

働力人口にかんする樅定がえられたのである。1981年の雇用農業者推定は1980年人口センサ

スによるウエイトを基礎にしている。1972年～1979年の推定は1970年人口センサスによるウ

エイトを基礎にしていた。1970年センサスウエイトから1980年センサスウエイトヘの切替が

データシリーズの“不自然な動揺'，（わずかに高い推定）をつくり出した。しかしながら，

1970年および'980年ウエイトによる1981年推定の相違はそれほど大きなものではない。

たとえば，1970年センサスウエイトを用いれば，1981年の全雇用農業労働者および移動労働

者人口はそれぞれ242万3000および11万2000と推定される。1980年センサスウエイトによる

推定は全雇用農業労働者249万2000移動労働者11万5000であった。

人口現況調査（CPS）は確率標本調査であり推定の標本誤差がえられる｡統計表の数字

にかぎらず本文中の比較の叙述も，特別のことわりのないかぎり，９５％の信頼水準（２標準

誤差）以上において意味のあるデータにもとづくものである。
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11981年における雇用農業労働者の特徴

1981年において，雁用農業労働者の大部分は南部および北中央部地域において農場外に居

住する白人であった。

雇用農業労働者の特徴は次のとおりである

・７３％が白人，13％がラテンアメリカ系，１４％が黒人その他であった。

・２５才以上の雇用農業労働者の40％は８年級以上の教育をうけていなかった。

・雇用農業労働者の５％が移動労働者であった。

゜雇用農業労働者の平均年令は23.9才であった

・雇用農業労働者の84％は調査時に農場に居住していなかった。

・雇用農業労働者の40％が南部に，２８％が北部に居住していた。

(1)年令と性

全雇用農業労働者の55％が25才以下，７７％が男子であった．また，全1砿)'１農業労働者の２０

％が35～64才，Iilじく20％が25～34才であった。

白人農業労働者は一般に少数民族労働者よりも年令が低い。白人の平均年令22.6才に対し

て，黒人その他は31.7才，ラテンアメリカ系は29.9才であった。白人労働者の61％が25才以

下であったが，少数民族農業労働者の大半は25才以上であった。

各人種別グループの内部では男・女の年令はほぼ同じであった。少数民族農業労働者の大

部分が高い年令暦に属していることは，これらの労働者が農業労働に強い結びつきをもって

いることを示唆する。これと対称的に，白人労働者の大部分は農業労働を手始めの仕事又は

補充所得をうるための仕事とみており後になるとこれに代る農業以外の仕事をみつけている

ことを示唆している。

(2)世帯の状態と世帯規模

どの人穂別グループについてみても，農業労働者は世帯主である場合よりも世帯員である

ことが多い。しかし，世111;主はほかの世帯員より年間就業Ｈ数か多い。

５－



Ｆｉｇ．１雇用展業労働者（1981）
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年間150日以上就業の農業労働者のうち世帯主は67％を占めている。この割合は，白人Ⅲ

ラテンアメリカ系，黒人その他においていずれもほぼ同じとなっている。年間150日未満就

業の農業労働者のうち世帯主は％を占めるにすぎない。農業労働者は世帯規模の大きな世帯

の世帯員であるという一般の理解は]981年のﾃﾞｰﾀでは立証されなかった』21農業労働者世

帯の約半数は３人以下の世帯員から成る。

少数民族農業労働者世帯の規模は白人世帯よりも大きいようである。すなわち，ラテンア

メリカ系農業労働者世帯では29％，黒人その他世帯では28％が世帯員６人以上の世帯であっ

た。これに対して，白人世帯では，この規模以上の世帯は，わずか13％であった。世帯主が

農業雇用労働に従事する世帯では，世帯主が農業外労働に従事する世帯よりも世帯員数は小

さい。前者の世帯では，その61％，後者では30％が世帯員３人以下の世帯であった。

世帯員数の大きな農業労働者世帯では小さな世帯よりも所得水準の高いものが多い。

所得額１万5000ドル以上の農業労働者世帯の42％が世帯員５人以上であったが，世帯且１

人の世帯は3％，２人の世帯は１１％であった。

注

(2)世帯は世帯主および血縁の世帯員のみを含むと定義されている。

－６－



表３：農業労働者世帯の特性（１９８１）

'1｝’1t柵は１１t帯三ドオrよびこれと血縁の世帯員のみを含む

世帯員数の大きな世帯ほど所得が高いのは，おそらく，・世帯主の農業外の仕事の高い報酬

が他の世帯員の農業雁１Ｍ労働従事の収入により補充されるためであろう。

こうして，これらの．世帯は主要な収入源として農業の賃金収入にほとんど依存していない。

これと逆に，世帯員数の小さな世帯ほど所得が低いのは，おそらく，主要収入源として農業

の賃金収入により大きく依存するためであろう。

(3)教育

1981年において，〃li1Il農業労働者の平均教育年限は11年であった。

雇用農業労働者の40％は少くとも高校卒以上であった。一方，８年以下の終了者は29％で

あった。
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表４：人種別にみた雇用農業労働者の教育終了年限（1981）

９年以上の教育修了者の大部分は学校の休暇の間に農業労働に従事している学生である。

これら学生の約半分が９～11年の教育年限のものであった。

しかしながら，教育水準は人種グループ別に相違する。ラテンアメリカ系が最低の教育水

準であって，平均教育年限7.1年であった。

これに対し，黒人その他は平均9.6年，白人は平均11.7年であった。１２年以上の教育を終

了したものはラテンアメリカ系では14％，黒人その他では25％，白人では46％であった。

２５才以上では，その45％が高卒以上であったが，又，ほぼ同じ曹||合（40％）が８年以下で

あった。
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Ⅱ雇用と賃金

1981年において，農業雇用労働者の農業労働および農外労働による平均年収入は4,299ド

ルであった。農業労賃は農業雇用労働者の各グループの間で大きな相違があるが，農業労賃

は合衆国のあらゆる職業のなかで最低の部類に属する。1981年において全合衆国の非農業民

間部門の生産労働者の平均年賃金は1万3,270ドルで，これは農業労働賃金の３倍以上にあ

たるJ31

ラテンアメリカ系農業労働者は農業および農外の年賃金5,340ドルをえており人種別グルー

プのうち最高であった。これにつぐのが白人で4,288ドル，そして，黒人その他が3,358ド

ルであった。ラテンアメリカ系および黒人その他では総賃金の約80％が農業労働による賃金

であったが，白人では舷にすぎなかった。

ラテンアメリカ系農業労働者の農業賃金収入は4,319ドルで黒人その他の2,668ドル，白

人の2’359ドルとくらべて約２倍であった。

男女別では，男の農業および農外の年賃金収入は4,829ドルで女の2,526ドルのほぼ２倍

にあたる。又，‐世帯主の農業・農外の年賃金収入は6,876ドルであって，他の世帯員の２，４３

４ドルに対して2.5倍以上にあたる｡

(1)就業日数

1981年における農業雇用労働者の年平均農業労働従事日数は98日であった。農業雇用労働

にのみ従事した者の農業労働従事日数は平均129日，農業労働と農外労働の両方に従事した

者は，農業労働日数が平均53日，農外労働日数が平均125日であった。

就業日数別にみた農業雇用労働者の収入は次のとおりである。

・農業労働日数25日以下の臨時的労働者（CasualWorker）は農業労働者の39％をしめ，

彼等の農業・農外の年収入は2,756ドル，うち農業労働による収入は216ドルであった。

・農業労働日数25～74日の季節的労働者（SeasonalWorker）は農業労働者の22％をし

め，その農業・農外年収入は2,799ドル，うち農業労働による収入は1,126ドルであっ

た。同じく７５～149日のものは全労働二者の12％で年収合計4,081ドル，うち農業労働に

(3)労働省労働統計局「雇用と賃金」（EmploymentandEarnings）］983年１月による週平均賃金を基

準としたもの。
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よる収入は2,650ドルであった。

・150～249日従事した農業労働者は全体の11％をしめた。これら労働者は常用的労働者

（RegularWorker）に分類される。その年収合計は6,669ドルでそのうち農業労働に

よる収入は5,908ドルであった。

・250日以上農業労働に従事した周年的労働者（Year-roundWorker）は全雇用農業労

働者の16％を占めた。その年収合計は8,632ドルで，うち農業労llillによる収入は8,461

ドルであった．

臨時的労働者と季節的労働者は全労働者数の73％を占めるがその雁用農業労働日数は総雇用

農業労働日数の27％を占めるにすぎない。

他方，常用的労働者と周年的労働者は全労働者数の約25％を占めるが，雇用農業労働日数

では全体のほぼ75％を占めた。

Ｆ吃．２雇用農業労働者と労働日数

労働苔数（141万人）労働１１数（１７ﾉﾉ'１）
５ 500

４ 400印献]お上び周臼 ※

的
者

３ 300

ワ
２００

I・・・・・・・・・・・・・・・・．.．．．．．．．.．Ｆ､.．・・・、０．．．
F●●●●●ｑ■■●●●C■●●●□｡●

燐鰻Ⅵ2藷燃妻iｉｉ
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0 ０
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０６５’７５’８５１９４５’５５’６５０７５’８５

５０１｣以上Ｏ労働日数25～149日

２５m以下
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農業労働従事[1数は人種グループにより異なる。白人および黒人その他の農業労働者はラ

テンアメリカ系よりも年間農業労働従事日数が少ない。

Fig.３雇用農業労働者（1981）

農業労働日数別・人禰グループ別

労勘１１数

リ

25011以上

１１ｍ
１５０～２４９

７５～１４９

２５～７４

２５１１以下

彫 形鬼 粥５Ｃ 勝５［

『
Ｊ

ｒ
し

rl

L｣

1981年には，白人は，年間平均91日，黒人その他は104日，ラテンアメリカ系は131日農

業労働に従事した。２５日以下の従事者は，白人では43％，黒人その他では35％であったが，

ラテンアメリカ系では21％であった。

農業労働従事者[｣数については，さらに次のような相異がみられる。

・男子とくらべて女子の場合，臨時的労働者となることが多い。女子労働者全体の半分以

上（54％）は農業労llil従事１１数251]以下であるが男子の場合は34％であった。逆に，女

子の場合，そのわずか９％が，男子では32％が150Ｈ以上の従事者であった。

・定住労働者（nonmigrants）では臨時的労働者であるものの割合が移動労働者の場合と

くらべて２倍にちかい。

・連邦標準地域Ⅸの南太平洋沿岸諸州（カリフォルニア，ネバダ，アリゾナ）では他の地

域とくらべて常用的労働者ならびに周年的労働者の割合が高い。すなわち，この地域で

は，労働者の43％が150日以上の従事者となっている。
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(2)ふだんの就業状態

雇用農業労働者の大部分は雇用農業労働をふだんの仕事としない人々である。

表５：雇用農業労働者のふだんの主な業態別の平均年収（1981）

農

労働収人

＊該当労働者数か５万人未満である場合には平均収入を表示せず

(1)農業自営および無給家族労働者

雇用農業労働者凋査において，ふだんの仕事が雇１１]農業労働者であるとリストされたものは

１，１答者の28％にすぎなかった。一方，１年の大部分の期間において非労働力であったものが

全労働者のほぼ50％を占めた。このグループの大部分は学校の休暇の期間に働く学生であっ

た。

農業労働者が，その時間の大部分をあてる雇用タイプによって彼等の年収人は左右される。

非農業部門就業をふだんの状態とする雇用農業労IMI者が最高の収入を得ている。彼等は，１９

８１年において8,341ドルの年収を得たが，そのうち農業労働による収入はわずか949ドルで

あった。

雇用農業労働をふだんの状態とする労働者は平均年収7,258ドルをえているがそのうち6,

981ドルが農業労働によるものであった。

平均年収が最低であったのは学生や主婦を含む臨時的労働者であった。

ふだんの就業状態は，人種グループ別に大きな違いがある。白人農業労働者では,その約

40％が通学中であったが,ラテンアメリカ系では12％，黒人その他では24％であった。
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Ｆｉｇ．４雇用農業労働者（1981）

ふだんの業態別・人種グループ別形
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少数民族の農業労働者では主要な仕事として農業労働をあげるものが白人よりも多かった。

すなわち，ラテンアメリカ系では，実に半分以上，黒人その他では39％のものが雇用農業労

働を主要な仕事にあげた。これに対して，白人農業労働者では22％のものがそうであったに

すぎない。ラテンアメリカ系および黒人その他の農業労働者では，それぞれ79％，７５％のも

のが雇用農業労働を年間の自分の唯一の仕事であると述べたが，白人農業労働者ではこの割

合は53％にすぎなかった。
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Ⅲ地域別分布

連邦標準地域１０区分のそれぞれにおいて，唾用農業労働者の数と特徴はさまざまである。

Fig.５連邦標準地域
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労働者に対する需要は，一般に，作物や家畜の生育活動の種類，それぞれの地域における

生育や収穫期間の長さ，機械化の程度，生産の規模により相異する。

雇用農業労働者全体の約23％は，12月調査の時点で南東部（連邦標準地域Ⅳ）に居住した。

ついで，大きく集!']しているのが北''１央五大湖地域（連邦標準地域Ｖ）および南西部（Ⅵ）

で，それぞれ全労働者の15％を占めた。

南太平洋沿岸部（Ⅸ）は13％，中央部（Ⅶ）は11％を占めた。
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表６：連邦標準地域別・人種グループ別にみた雇用農業労働者（1981）

＊０５％未満

(1)人種別構成

雇用農業労働者の人種別構成は連邦標準地域の問において異なる。南太平洋沿岸部を例外

として，すべての連邦標準地域において，｝'｣人農業労働者が少数民族農業労働者を上回る。

南太平洋沿岸部では，ラテンアメリカ系49％，白人34％，黒人その他'6％であった。南西部

においても，ラテンアメリカ系は黒人その他よりも高い害１１合を占めている。

しかし，南東部では，黒人その他がラテンアメリカ系よりもはるかに大きな割合を占めて

いる。すなわち，黒人その他35％に対し，ラテンアメリカ系は３％であった。また中部太西

洋地域でも11％が黒人その他であり，ラテンアメリカ系は１％以下であった。
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全属用農業労働者

計 人種グループ別分

人数 比率 白人
ラテソ

アメリカ人

黒人

その他

Iﾆｭｰｲﾝﾄﾞｸﾞﾗﾝﾄﾞ

Ⅱニューヨークおよびニュージャージー

、中部太西洋

Ⅳ南東部

Ｖ北中央五大湖

Ⅵ南西部

Ⅶ中央部

Ⅷ山岳部

Ⅸ南太平洋沿岸部

Ｘ」上西太平洋沿岸部

合衆国

先
２
４
５

３２

５
５
１
４
３
［
Ｉ

００

人
０
１
９
７
０
４
９
７
４
２
２

叩
６
０
１
６
８
８
６
０
３
７
９

０
１
１
５
３
３
２
１
３
１
４

２

形
０
６
９
１
９
０
６
２

０
８
８
６
９
６
９
９

４３

６
３

８
７

鬼
＊
６
＊
Ｑ
Ｊ
１
７
？
】
Ｆ
Ｄ
ｑ
】
Ｑ
Ｊ
ｑ
〉

２
４
１
１

鬼
＊
８
１

５３

＊
ｎ
＄
ワ
】
４
斗
（
、
１
Ａ
牡



(2)作物・家畜別の雇用状況

1981年において，全雇用農業労働者の20％が穀物生産に使用された。これは，いずれの単

一商品での使用割合よりも大きなものであった。そのほかⅢ農業労働者の20％以上が野菜お

よび果実の生産に使用され，さらに家畜および酪農に20％が使用された。

作物・家畜別の雇用状況は人種グループの点で異なる。すなわち，白人および黒人その他

の労働者はラテンアメリカ系よりも圃場作物生産により多く雇用された。すなわち，白人農

業労働者の約52％，黒人その他の58％が圃場作物生産の分野で雇用された。これに対して，

ラテンアメリカ系の31％がこの分野で雇用された。一方，ラテンアメリカ系労働者は主としラテンアメリ；

て野菜，果実， 堅果の生産の分野で雇用された。
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Ⅳ移動労働者

1981年の移動農業労働者の数は1979年を大きく下回った。すなわち，1981年に移動労働に

従事したと報告した労働者数は11万5000人にすぎなかったが，1979年には21万7000人であっ

た。

1981年の移動労働者数の推定は，相対的に少数の事例にもとづくものであって，適用され

る標準誤差が標本誤差の範囲を十分にあらわさないかも知れないので』慎重に説明されねばな

らない。

1981年の移動農業労働者数推定11万5000人の95％信頼区間は７万3000～15万7000人である

が，1979年の推定21万7000人の95％信頼区間は15万9000～27万5000人であった。

移動農業労働者の定義は，現金賃金又は俸給をうる目的で農業労働に従事するため，郡又

は州の境界をこえて泊りがけで移動する人とされている。1981年には，全農業労働者の５％

が移動労働者であった。

そして，彼等の大部分は25才以下の白人男子で１年の大部分を学生として過ごす非労働力

であった。

表７：農作部門別・人種グループ別にみた雇用農業労働者（1981）

(1)労働者の農作部|｣１別配分はi｢問従事１１数のもっとも多い部門とした
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農作部門別(1)
白人

人数 形

ラテンアメリカ系

人数 先

黒人その他

人数魚

計

人数影

殻物

綿花

たばこ

その他耕種

野菜

果実・堅果

肉牛

酪腿

その他家畜

種苗・温室

その他

汁

１０００人Ｉ

4４４

３４、２

1８３ 1(）

2８４１６

１４３８

１４７Ｉ８

１４５１８

1６１

１１６

5２

９

６

３

1１５１６

1,824100

1000人Ⅲ

1４４

４４1４

４‘］

3８１１２

1０８１３３

7８１２４

１１１３

５２

６２

１３４

６２

328］００

１０００人

３０：９

３６：１１

９０；２７

３６】１１

５５１１６

４７

４

]４

６

５

1０３

６ ，

340１００

１０００人，

４８８：２０

1１５ ５

２７７１１１

３５８‘］４

3０７ １２

272；Ｉ］

１７６［７

１６９１７

１２７１５

７５

１２８

３

５

2，４９２１００



移lliI労働者の半分以上が年間の農業労働従事75日未満であった。

移動農業労働者は，1981年には，農業および農業外の労働により年平均収入3,995ドルを

えているが，その68％は農業労働によるものであった。1981年において，移動農業労働者の

37％が雇用農業労働を第一の仕事としていた。そして，５０％が非労働力であった。彼等は通

学中か，家事従事か，隠退者か，障害者であった。

全移動労働者の約40％が高卒であり，これら卒業者の約40％が若干の専門学校教育を受け

ていた。しかし，移動労働者のうちのいくらかは教育水準が相対的に低いものであった。教

育年限９年以下のものが34％を占め１５年以下の実際上，文盲者に区分されるものが７％を

占めた。

これらの割合は25才以|:の移動労働者についてみても同様である。

移動労働者と定住労働者の背景にはそれほど大きな違いはない。

移動労働者は，おそらく，別の収入源の補充として自分の時間のわずかな部分を農業労働

にあてる若年男子から主として成っている点で他の雇用農業労働者と大変似ている．

移動労働者および定住労働者の年平均的農業・農外労働収入はそれぞれ3,995ドルおよび

4,314ドルであった。これらの収入水準には，それほど大きな相違はないし，又，彼等の年

平均農業労賃収入の間にも大きな違いはなかった。
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表８：移動農業労働者および定住農業労働者の人口統計的特性（1981）

DＣ
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表９：移動農業労働者および定住農業労働者の就業・収入上の特性（1981）
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Ｖ傾向

雁用農業労働者の特'性のこの10年間，労働者数はﾈ'1対的に安定した動きをみせていたが，

いくつかは変化をみせている。

表１０:雇用農業労働者の特'性の変化（1969～71年と1979～８１年）

(１１１９７７イド以後．この,ｉＡＩｈは？ｲ12才７きに災施されることに/よったので１９７９～１９８１年平均は

１(ｌ７９ｌｌ:と１１)８１イ1Ｉの２７《|;､|i均である。l980ilLには1淵ftfは行われなか‐に。

(2)１９６９～７１ｲﾄﾞの|箙lll鰹災ﾂﾌﾞ働折については．ラテンアメリカ系労働一昔の[Ｘ分はない。
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1969～71年の期間とくらべて，1979～81年の期間には白人がより大きな割合を占めるよう

になった。黒人その他の農業労働者は，この間に38％がた減少した。ｌｉｌｊ期間をつうずるラテ

ンアメリカ系労働者にかんする比較的可能なデータは存在しない。1975年以前のデータでは，

ラテンアメリカ系労働者は，それぞれの人種にもとづいて白人又は黒人その他のいずれかの

カテゴリーに含まれていたのである。

労働者の年令櫛成にも変化がみられる。

14才～17才という若令人口の雇１１１農業労働への参入は明らかに減少している。

一方，18～34才の労働者数は増加している。これは，おそらく，労働者がより長いあいだ

農業労働にとどまり，農業からの収入に－そう依存するようになってきたことを示すもので

ある。４５才以上の労働者数は減少をみている。これらの労働者は農外就業のためか又は，隠

退を早めたためかにより農業労働から離れたのであろう。

南部には，ひきつづきほかの地域よりも多くの雇用農業労働者がいるが，その相対的割合

には増大はみられない。

大きな変化をみせた唯一の地域は｣上中央部であって，そこでは労働者数が21％の増大をみた。

雇用農業労働者は，１０年前とくらべて，年間より多くのＵ数を農業労働従ｌｊｊにあてている。

このことは’彼等が主要な収入源として農業労働により強い執清をもっていることを示唆し

ている。

労働者のなかで25日未満の農業労働従事者がいぜんもっとも大きな＃;11合を占めているが彼

等の数は１７％ほど減少している。一方，常用的労働者の数はほぼ妬だけ増加した。

また，周年的労働者も兇以上増加した。

雇用農業労働日数は，全般的にみて，1969～71年の198百万日から1979～81年の257百万

日へ増大している。この増大の原因は，一部は農場規模拡大のためである。農場規模の拡大

が家族労働力を補充するため，より一層の雇用労働力を必要とするのである。
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訳者あとがき

１．現在，アメリカの農業雇用労働にかんする各種データがひき出される源泉は以下の一覧

表のとおりである。このうち，Ａ・商務省の2つのセンサスとＢ・農務省の２つの調査およびＥ・

各州の特別研究をのぞくデータ源はいわゆる業務統計である。下記の一覧表のうち農業労働

者じ大いにＨ１Iしたカレントな包括的数字を与える第一義統計調査は，農務省の２つの調査で

あると言ってよい。

A・商務省センサス局

１．人□センサス

２．農業センサス

B、農務省

Ｌ統計報告局（SRS）の農業労働力調査

２．農業賃金労働者調査（センサス局がCPSに付帯して実施）

Ｏ労働省

１．農繁期農業労働力報告

２．職業安定自動報告制度

３．総合職業教育法（CETA）第303項報告

４．証明書交付外国人労働者数

Ｄ・保健・教育・福祉省

１．教育局移動労働者計画課の移動労働者学令児童数報告

２．移動労働者保健計画報告

E、各州による特別研究

Ｗ､HFriedland“ＴｈｅＬａｂｏｒＦｏｒｃｅｉｎＵＳ・Agriculture''’1984より

２．ここにとりあげたのは，商務省センサス局が，全国約６万のサンプル世帯について，毎月

実施している人口現況調査（CurrentPopulationSurvey）の１２月調査に，農務省経済

調査局（ＥＲＳ）の委託により農業賃金労働者にかんする質問項目を追加して行う農業賃金

労働者調査（FarmWageWorkersSurvey）の結果である。
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この雇用農業労働者にかんする報告は農務省によってとりまとめられ『ＴｈｅＨｉｒｅｄ

ＦａｒｍＷｏｒｋｍｇＦｏｒｃｅｏｆｌ９ｘｘ」として公表されている。ここに沢出したのは，この報

告書の1981年分（1983年１１月刊行）であって，ＳｕｓａｎＬ､PollackおよびWilliamR

JacksonJr．（いずれも農務省ＥＲＳ経済開発部のエコノミスト）が解説をつけている。

３．ところでⅢ近年，アメリカ農業では雇用労働力への依存が明らかに増大の傾向をみせて

いる。

そして，この傾向は家族経営規模をこえる－部少数の大規模農場の農産物マーケットシェ

アの拡大と賃労働者の集中の併進を内容としている．

しかも，これらの動きは農外大企業又は農業関連大企業による農場生産の包摂，統合，支

配の進行と一体化してあらわれている。

このような全体のあい関連した動きからみて，農業における雇111労働の`性格は変りつつあ

るという明確な指摘もみられる。

こうして，農業雇１１]労働の動きが注目され，その性格をめぐって論議が高まってくるにつ

れて，それをとらえている統計データが事実反映性の上でいかに不十分なものであるかとい

う批判も同時に表面にではじめた。

前記，CPSに付帯して実施される農業賃金労働者調査は農業展11]労働にかんするもっと

も詳細なデータを与えており，又，広く利用されているところから，この調査に対する批判

は一段ときびしい。

４．さいきんＷ､Ｈ・Friedland（カリフォルニア大学サンタ・クルーズ校コミュニティ研究・

社会学教授）は，この調査が事実反映性の上でいかに大きな問題があるかを指摘して，農業

鹿用労働にかんする政府データは信刺'しえないというきびしい批判を展開している。

(WUliamH・Friedland､`ＴｈｅＬａｂｏｒＦｏｒｃｅｍＵ.S､Agriculture,，，FoodSecurityintheUnited

States,ｅｄ,ｂｙＬＢｕｓｈａｎｄＷＢ・Lacy､WestviewPress,１９８４）

Friedlandの指摘も含めて,いままでにこの調査について問題とされてきた点を列記して

みれば以下のとおりである。

まず，この調査において，農業賃金労働者とは，【凋査曰に先立つ１年間のうち，たとえ１

日でも賃金をえて農業労働に従事した14才以上の合衆国の施設外の一般市民となっている。

しかし，このような圃場での農作業従事日数だけにもとづく農業労働者の概念化は，膿業生

産と雇用労働力との現実のかかわりを反映しなくなっている。たとえば，さいきん哨加して

いる農場マネジャー活動や雇用者に対する監`督従事労働などが全くみすごされることになる。

又，彪大な不法入国農業労働者（大部分はメキシコ人）は上の定義ではとらえられない。

さらに，食緑UIl［に従I|了する移動労働者ものぞかれることになるⅢ

－２４－



又，１２月を調査時点としているのも適当ではない。なぜならばこの時期には，雇用労働者

は年間最低であり，又，移動労働者（メキシコ居住のアメリカ国民および密人llil者）は帰国

しているか，あるいは，－部特定地域に集中している。したがって，全国的にどの世帯も等

しい機会をもって調査に含まれるよう設計されたこのサンプル世帯調査では現実をとらえる

ことはできない。加えて，世帯を調査単位とするのも不適当であって，労働者を調査単位と

するあたらしい方法が開発されるべきである。なぜならば，季節的移動労働者の住宅単位を

発見することはもともときわめて困難だからである。

さらに，農業労働市場の状況は州によっていちじるしく異なるのに，この調査は全国レベル

以下の農業労働市場を分析するデーターを与えない。州レベルのデータが利用可能となるよ

う調査の拡充が必要である。

５．以上がこの調査に対する当面の批判の主要な点であるが，Friedlandは，これらの批判

の上に立って，農務省の雇川農業労働者調査が雇用農業労働者又は移動労働者の人種的背景

を圧倒的に白人であると報告しているのは全く常識的事実に反する，多くの州において,季節

的に雇われる労働者は圧倒的にラテンアメリカ系とりわけメキシコ人であると述べている。

さらに，同報告書が，移動労働者の大部分を白人学生の休暇中のアルバイトであるかのよ

うに描き出している点もきわめて疑問であると言ってよかろう。

なぜならば，不法入国メキシコ人労働者の－大プールが移動農業労働者の集Iflの中につく

られていることはまがうことなき現実だからである。このように，農務省の刊行物ではメキ

シコ系の季節農業労働者の存在が一貫して過少に報告されている。

６．雇用農業労働者凋査に対するこのような信頼'性批判は，たんに政府機関の外で行われて

いるばかりでなくすでに，鰹務省内部においてもデータと現実との矛盾についての指摘があ

らわれはじめている。

ところで，－１鱒重大であると思われることは，このような批判にこたえて調査の改善が迫

られている時であるにもかかわらず，事態がまさに逆行していることである。

すなわち,1981年登場のレーガン政権のもと，行政椅理予算局（ＯＭＢ）による統計の中

央調整機能の解体（それは1982年５月以来存在しない）が行われるとともに，連邦統計予算

の削減，統計業務縮小の圧力が一段と強まっていることである。農業雇用労働者調査もサン

プルサイズの縮小や調査の簡略化，報f'了頻度の削減等の措置をとらざるをえないところに追

いこまれている。

もちろんこのような措置は農業雇用労働者調査にかぎられるものではない。

すでに，1982年農業センサス事業は予算カットによって設計変更をよぎなくされた。

すなわち，郵送調査を補完するべきサンプル地域における農場訪問調査はとりやめとなり

－２５－



さらに，農場経済調査（FarmFinanceSurvey）などの事後調査（follow-upsurveys）

も一切中止された。これらによって82年センサス結果は比較`性の上で大きな混乱をもたら

している。又，農務省統計報告局（SRS）も年間300種の統計報告のうち，すでに26種に

ついて廃止をせまられた。

このような情勢のなかで，昨年（1983年）のアメリカ農業経済学会年次大会（Purdue大

学，インディアナ州ウエスト・ラフィエットにて開催）は，「データ源悪化の時代における

農業経済研究者のジレンマ』（ＴｈｅDilemmaofAgriculturalEconomistｓｉｎａｎＥｒａ

ｏｆＤｗｉｎｄｌｉｎｇＤａｔａＳｏｕｒｃｅｓ）を共通テーマにとりあげた。

そのさいの報告の一つは，農業雇用労働力など社会経済データの削減や質の低下が農業経

済学の進歩にとって重大な障害となっていることを指摘している。

７．本資料の訳出は喜多克己が担当した。
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